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〇「消費税免税」とは、外国人旅行者等に対して、家電製品、時計、食品類、化粧品類等の物品を
一定の方法で販売する場合に、消費税を免除して販売できる制度のこと

免税制度について（概要）

※外国人旅行者等が当該物品を国外に持ち出すことが前提（国内で消費しない）

＜経緯＞ 昭和27年(1952年)に制度を創設。
平成26年(2014年)から制度を拡充（計７回） 全国約５万店（現在）

＜対象＞ 「通常生活の用に供する物品」が対象 ※事業用又は転売用として購入する場合は対象外
〇一般物品（消耗品以外のもの） 〇消耗品（食品類その他の消耗品）

＜手続き＞

②

④

③
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訪日外国人旅行消費額及び免税手続実施率の推移

● 2019年(令和元年）の訪日外国人旅行消費額の費目別構成比は、
買物代が34.7%（約1.7兆円）

● 訪日外国人免税手続実施率は全体の54.9％。
→ 免税制度は、訪日外国人旅行消費額の向上に大きく寄与

宿泊費
14,132億円

29.4%

飲食費
10,397億円

21.6%
交通費

4,986億円
10.4%

娯楽等サービス費
1,908億円

4.0%

買物代
16,690億円

34.7%

その他
22億円
0.0%

2019年
訪日外国人旅行消費額

4兆8,135億円

（確報）

訪日外国人費目別旅行消費額 2019年
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注:パーセンテージは、訪日外国人旅行者のうち消費税免税手続き実施した人の割合
（出典）観光庁「訪日外国人消費動向調査」（全目的）より観光庁作成

訪日外国人免税手続実施率の推移
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■第１弾 H26(2014). 10.1
免税可能な対象品目拡大（消耗品も対象に）

■第２弾 H27(2015). 4.1
免税手続の一括カウンターを設置（商店街等）

消費税免税制度の拡充

外国人旅行者による地方での旅行消費を拡大し、
地域経済の活性化を図るため、地方の外国人旅行者向け免税店の拡大を推進。

消費税免税制度の拡充

■第３弾 H28(2016). 5.1
一般物品の免税対象金額の引き下げ
（10,000円超→5,000円以上）

■第４弾 合算 ：H30(2018). 7.1 
電子化：R2(2020). 4.1

「一般物品」「消耗品」の合算購入が可能に
免税手続電子化により購入記録票の貼付不要

に■第５弾 R1(2019).7.1
７月以内の期間を定めて出店する場合（臨時販売場）、事前の届出により免税販売可能に

■第６弾 R3(2021).10.1
免税販売手続が可能な一定の基準を満たす自動販売機を設置した場合人員の配置を不要に

■第７弾 R5(2023).4.1
免税対象者の明確化等（留学生等の免税対象からの除外、旅行者判定アプリ（デジタル庁と連携）の導入）

※（）内の年月日は運用開始日
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■全国の免税店数：4,173店→52,227店（約1,150%増）
■地方部：1,148店→19,728店（約1,600%増）

免税店数の推移 H24(2012).4～R4(2022).9
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R4税制改正内容①対象者の明確化

令和5年(2023年)４月1日より
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・外国籍を有する者→在留資格が「短期滞在」「外交」「公用」の者
※在留資格が「留学」、「家族滞在」、「特定活動」、「研修」、「技術・人文知識・

国際業務」、「報道」、「永住者」、「技能実習」等の者は対象外となります。
※その他の上陸の許可（船舶観光上陸許可書、乗員上陸許可書等）にて在留する者

及び米軍関係者は引き続き対象です。

・日本国籍を有する者→非居住者かつ国内以外の地域に引き続き２年以上住所又は居所を有する者
※「戸籍の附票の写し」または「在留証明」で確認できること。
※海外滞在期間が２年未満である者は、外国にある事務所へ勤務する目的または

２年以上滞在する目的で出国した者であっても対象外となります。

・外国人、日本人ともに、本邦入国後6か月未満の確認は引き続き必要となります。



【戸籍の附票の写し　サンプル】

〇〇県△△市□□町××番地 平成〇年〇月〇日

〇〇県△△市□□町××番地 平成〇年〇月〇日

〇〇県△△市□□町××番地 平成〇年〇月〇日

令和〇年〇月〇日

これは、戸籍の附票に記録されている事項の全部を証明した書面である。
令和〇年〇月〇日

△△市長　××　××

（1の1） 附票の全部証明

氏名 本籍

免税　太郎 〇〇県△△市□□町××番地

名 住所 住所を定めた日 記録事項欄

太郎

以下余白

花子

次郎
シンガポール

戸籍の附票の写し確認ポイント

戸籍の附票の写し
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①

②

①戸籍の附票の写しの作成日が
パスポートの入国日と比較して、

「最長６カ月前またはそれ以降に
作成された」書類であるか確認。

例）
作成日が令和4年(2022年)12月22日の場合、
定めた日が令和2年(2020年)12月23日以前であること

②海外に住所を定めた日が
戸籍の附票の写しの作成日と比較して、

「２年以上前であること」を確認。

例）
入国日が令和4年(2022年)12月22日の場合、
作成日が令和4年(2022年)6月22日以降であること
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在留証明確認ポイント

在留証明

在○○○日本国大使　殿

　

私（申請者）が現在、次の住所に在住していることを証明してください。

（ ※ １ ）　本人申請の場合は記入不要です。

証 第××○○ － ○○○○○　号

上記申請者の在留の事実を証明します。

　　　令 和○年○月○日

特命全権大使 △△△ △　　　  印

この場所に住所（又は居所）を
定めた年月日（ ※ ２ ）

（ 令和・ 平成 ・ 昭和 ）○年○月○日

（ ※ ２ ）　申請理由が恩給、年金受給手続又は提出先が同欄の記載を必要としないときは記入を省略することが
　　　　　　できます。

在　留　証　明

在○○○日本国大使館 公

現
　
住
　
所

日　本　語 ： ○○○国△△△州□□□市×××通り１２３番地

外　国　語 ： １２３ ××× Street,□□□, △△△, ○○○

（市区郡以下を記入してください。  ※ ２ ）

提 出 理 由 免税販売手続 提 出 先 免税店

代 理 人 氏 名 申 請 者 と の 関 係
（ ※ １ ）（ ※ １ ）

申 請 者 の

東 京
都　・　道

府　・　県
千代田区霞が関２丁目２番地１本 籍 地

（ ※ ２ ）

形式　1

在　留　証　明　願
令和○年○月○日

申 請 者 氏 名

免税　太郎
生　年

月　日

明　・　大

昭　・　平　・　令
○ 年　○月　○　日証 明 書 を

使 う 人

①

②

①在留証明の作成日が
パスポートの入国日と比較して、
「最長６カ月前またはそれ以降に
作成された」書類であるか確認。

②住所（又は居所）を定めた日が
在留証明の作成日と比較して、

「２年以上前であること」を確認。

例）
入国日が令和4年(2022年)12月22日の場合、
作成日が令和4年(2022年)6月22日以降であること

例）
作成日が令和4年(2022年)12月22日の場合、
定めた日が令和2年(2020年)12月23日以前であること



R4税制改正内容②Visit Japan Web

①旅行者から旅券の提示を受ける ②パスポート内の情報（在留資格等）を
確認（対象者の判定）

免税店における現状の手続

購入記録情報等を端末に入力

○免税対象者の判定の容易化（明確化）により、待ち時間の解消、更なる消費機会の拡大等を実現するため
Visit Japan Webサービスで表示される二次元コードを免税店で読み込むことにより、旅券情報の提供を
受けることが可能です。

○なお、本人確認は二次元コードとともに表示される顔写真等により行います。
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※画像は全てイメージ

旅行者が事前に旅券の情報
を「Visit Japan Web」に
登録

「Visit Japan Web」の情報（免税用２次元コード）を
免税店が読み取り

免税販売手続人員が手入力しなくてもデータが反映される
※QRコードが表示されるのは、免税対象者（外国籍）のみ

導入後※イメージ

※改正後も従来の旅券等による本人情報の確認は可能です。



免税手続フロー

■免税手続フロー
・従来のパスポート等の提示による方法に加えて、

Visit Japan Webサービスで表示される二次元コードを免税店で読み込むことにより、
旅券情報の提供を受けることが可能です。
なお、本人確認は二次元コードとともに表示される顔写真等により行います。

・二次元コードの読み取り端末をご用意いただく必要がありますので、
詳細はご契約の承認送信事業者へお問い合わせください。
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観光庁からの周知「ツール作成」

【外国人向け】【全体】 【日本人向け】

■ツール①
周知ポスター３種（全体・外国人向け・日本人向け）
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観光庁からの周知「ツール作成」

【外国人向け】【全体】 【日本人向け】

■ツール①
周知ポスター３種（英・韓・繁・簡ver）
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■ツール②
「戸籍の附票の写し」のデータ手続フロー

観光庁からの周知「ツール作成」
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■ツール②
「在留証明」のデータ手続フロー

観光庁からの周知「ツール作成」
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■ツール③
販売対象者リスト

観光庁からの周知「ツール作成」

船舶観光上陸許可書

乗員上陸許可書

緊急上陸許可書

遭難による上陸許可書

船舶観光上陸許可書

緊急上陸許可書

遭難による上陸許可書

○
乗員上陸許可書

旅券

「SOFA」スタンプ（米軍構成員等）

定住者

寄港地上陸の許可の証印

通過上陸の許可の証印

技能

旅券

旅券等の種類

介護

興行

文化活動

特定技能

教授

芸術

宗教

高度専門職

日本人の配偶者等

永住者の配偶者等

非居住者のうち「外国籍」を有する者

○

在留資格

　　本邦入国後６ヶ月未満であることを確認できること（外交・公用・米軍を除く）

旅券等の種類

短期滞在

外交

公用

免税可否

入国の証印等 免税可否

留学

家族滞在

報道

技能実習

×

経営・管理

法律・会計事務

医療

教育

研究

企業内転勤

永住者

研修

特定活動

技術・人文知識・国際業務

非居住者のうち「日本国籍」を有する者

　　本邦帰国後６ヶ月未満であることを確認できること

※「戸籍の附票の写し」または「在留証明」により確認できることが必要になります。

免税可否要件

　○※

×

×

国内以外の地域に引き続き２年以上住所又は居所を有する者

外国にある事務所に勤務する目的で出国し、その滞在期間が２年未満である者

２年以上外国に滞在する目的で出国し、その滞在期間が２年未満である者
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観光庁からの周知

■全免税店事業者に対するDM郵送
・1回目は、12月9日（金）発送
・2回目は、3月下旬発送予定
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宛先ラベル



観光庁からの周知

■観光庁HP更新
・周知ポスター、データ入力フローの格納
・販売対象者リスト
・消費税免税店の手引き(修正)

16



観光庁からの周知

■その他

（事業者様への周知）

・説明会の開催（オンラインで全５回想定）

・業界団体等を通じた周知

（対象者への周知）

・観光庁及び関係団体等を通じた周知（JNTO等）

・関係府省庁を通じた周知（空港税関・在外公館等）
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消費税免税制度の不正利用について

「免税電子化 不正転売防げ」 留学生が何度も大量購入

・男子留学生は昨秋の来月直後の約１か月で免税店を十数回訪れ、高級時計などを計約1000万円購入。

・さらに、同一の化粧品など49万5000円分の購入を10回繰り返していた。化粧品などの消耗品の１回あたりの
購入額が50万円までに制限されているため、49万円台の買い物が多いようだ。

・免税店の担当者は留学生に手数料を渡し購入させた商品を転売するブローカーが存在するのではないか。

百貨店３社へ計約1億1,000万円の追徴課税

・百貨店大手３社への税務調査で、消費税の免税販売の要件を満たさない取引などが見つかり、
3社合計で消費税約1億1,000万円の追徴課税がされた。

・東京国税局は東京都内の百貨店各社に対し、適正な免税販売を求める行政指導を行った。

・３社が受けた税務調査で、来日から６か月以上経過した免税対象外の外国人に販売するなど、免税要件を
満たさない取引が見つかった。調査では、同一人物が転売目的で同じ化粧品の大量購入を繰り返している
可能性がある不審な取引なども確認されたという。

【不正利用の概要】

【記事内容】

■事例１：転売ヤーによる不正利用 （令和3年(2021年)10月 読売新聞等）

■事例２：免税店事業者への追徴課税 （令和4年(2022年)10月 読売新聞等）

○免税販売の要件を満たさない取引を行った免税店事業者が追徴課税される事案が発生している。
○不正利用の防止に向けて、制度の正しい運用をお願いしたい。
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直送制度の活用について

●旅行者が購入した免税品を、免税店から海外の自宅等へ直接配送する制度。
●観光庁として社会実装を推進しており、貴店においても実施をご検討いただきたい。

【海外直送制度】
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